
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、地方公務員給与実態調査における１９年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

5,563,283430,623 5,982

千円 千円 千円 千円

1,447,612

区 分

区 分

19年度

給料 職員手当 期末・勤勉手当

　本市は、平成１７年４月１日に具志川市・石川市・与那城町・勝連町が合併して誕生しました。そのため、平成１６年度以

千円

6,443

　　計　Ｂ

前の数値を省略してあります。

人 千円

930 3,685,048

18.0

19年度 千円 千円 千円

44,418,417

人

116,593

％

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（１９年度末）

実 質 収 支

18年度の人件費率

％

人 件 費

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

人 件 費 率 （参考）

18.9

職 員 数

Ａ

（参考）類似団体平均給 与 費

658,653 8,008,860

Ｂ/Ａ

一人当たり給与費

一人当たり給与費

　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

うるま市の給与・定員管理等について

(注)１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人

歳 人

歳 人

歳 人

歳 人

歳 人

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

328,153円

320,623円

344,370円322,887円 358,405円

344,524円

331,291円

393,525円

363,249円

358,032

353,251

（国ベース）
区 分 平均年齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

321,800

336,19345.5

平 均 給 与 月 額

370,042

366,212

沖縄県

47.3

48.9

類似団体

48.3

国

うるま市

うち用務員

うち調理員 46.5

47.5

56.7

325,113

うるま市

沖縄県 42.8

国

区 分 平 均 年 齢

うるま市

沖縄県

30

4

308,587円

380,475円

―

97

区　　分

類似団体 43.8

平均年齢

公　務　員

405,745

（国ベース）

平均給与月額

（Ａ）
職員数

41.1

35

―

343,153

平均給料月額
平均給与月額

323,845円 341,134円

387,506

378,371

385,350円

360,809

　　　　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

42.5

402

4,784

317,600円

284,679円

349,386円

平 均 給 与 月 額

43.2

348,734330,586

　　　　が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

43.2

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて

416,150

平 均 給 料 月 額

362,200

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当

類似団体 336,351
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(2) 職員の初任給の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

330,667

300,379

－

－－

－

－

国

高　校　卒

－

区 分

133,084

144,336

137,200

中　学　卒

大　学　卒

140,100

区 分

－

短　大　卒

教　育　職

技能労務職

一般行政職 298,829

259,758

高 校 卒

高 校 卒

－ －

高 校 卒

中 学 卒 129,200

－

203,429

－

経験年数１０年

167,034

140,100

経験年数２０年

135,897

大　学　卒

－

大 学 卒教　育　職 172,200

経験年数１５年

－高　校　卒

技能労務職

172,200大 学 卒

259,390

う る ま 市

187,016

125,324

沖 縄 県

172,200一般行政職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

  

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

構 成 比

一律支給

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

11.9

158３ 級

8.8

10.4

26.4

２ 級

主事・技師

係長・主査・技査・主任主事・主任技師

６ 級

課長・主幹・技幹

部長・参事

課長・主幹・技幹

計

５ 級

４ 級

１ 級

区 分

1.8

53

62主事・技師

職 員 数

100.0

71

係長・主査・技査・主任主事・主任技師

11

599

233

1.8

（注）１　うるま市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

標 準 的 な 職 務 内 容

７ 級

38.9

11

１級
8.8%

１級
7.5%

２級
10.4%

２級
9.0%

３級
26.4%

３級
28.1%

４級
38.9%

４級
40.2%

５級
1.8%

５級
1.0%

６級
11.9%

６級
11.9%

７級
2.3%

７級
1.8%

0%

10%

20%
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40%

50%

60%
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80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比
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４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　5～15％ ・役職加算　　　5～20％ ・役職加算　　　5～20％

・管理職加算　支給なし ・管理職加算　10％ ・管理職加算　10～25％

　

(2) 退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　2～20％加算 定年前早期退職特例措置　2～20％加算

退職時特別昇給：平成20年度より全廃

１人当たり平均支給額　　　　 千円

(3) 地域手当　　　※支給なし

１人当たり平均支給額（１９年度）

うるま市

0.751.60

国

23.50

1,644

1.353.00

0.70

―

59.28

1,525

－

1.35

一律支給

59.28

30.55

41.34

24,839

－

47.5059.28

23.50

33.50 41.34

うるま市

33.50

47.50

国

59.28

59.28

30.55

59.28

1.50

沖縄県

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

1.60

１人当たり平均支給額（１９年度）

3.00 3.00

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。
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(4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

大動物死体処理手当

１７種類

35.2

介護保険課

取扱いを命じられた職員

資産税課、市民税課

15,543

45,314支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

主な支給対象職員

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

支給実績（１９年度決算）

幼稚園教諭

取扱いを命じられた職員

非常時にその現場出動を命じられ
た職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

手当の名称

税務手当

徴収手当

非常災害防除手当

行旅死亡人取扱手当

取扱いを命じられた職員

行旅病人及び精神障害者
取扱手当

支給実績（１８年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

現金出納の業務を行う職員

建築主事の業務を行う職員

給食センターのボイラー管理

消防職員

現金出納

暴風雨時に勤務を命じられた職員 暴風雨対策

ボイラー管理

消防署職員

98

建築確認

幼稚園勤務の教諭 月額2,500円

日額1,500円

介護保険料の徴収業務 月額2,000円

ボイラー取扱手当

保育士手当

幼稚園教諭手当

収容、埋火葬等

45,812

公共用地の取得、物件補
償等

月額3,000円

日額1,000円人命財産の保護

市税の賦課

用地交渉手当

納税課、国民健康保険課

社会福祉手当て

徴税手当

用地課等

伝染病防疫手当 市民健康課、環境課等 伝染病の予防、防疫

月額5,000円

月額5,000円

保育現場勤務保育士

生活福祉課、障害福祉課等 社会福祉業務

月額2,500円

徴税を本務とする職員

月額3,000円

日額1,000円大動物等の死体処理

日額3,000円

収容等

月額1,500円

月額10,000円

出納員手当

消防職員手当

支給実績（１９年度決算）

建築主事手当

暴風雨時勤務手当

102,281

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

日額1,000円

主な支給対象業務

１時間1,000円

月額5,000円

98

月額2,000円
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(6) その他の手当（２０年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

869,000×在職期間4年×500/100 千円 任期毎

704,000×在職期間4年×300/100 千円 　〃

635,000×在職期間4年×275/100 千円 　〃

円／

6,985

　　（１９年度支給割合）

538,000

339,000

手 当 名

住居手当

同扶養手当

　配偶者　13,000円

369,000

宿日直手当

円／

円／

円／

円／

431,000

異

(注)　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合にお

期
末
手
当

副 議 長

議 員

議 長

収 入 役

市 長

副 市 長

704,000

副 議 長

　　（１９年度支給割合）

退
職
手
当

副 市 長

備考

　日直勤務の職員に支給　勤務１回
5,000円

869,000

区 分

収 入 役

　　ける退職手当の見込額である。

円／1,080,000

44,229
支給割合　俸給月額
の8～25%

勤務１回4,200円異

管理職手当

490,000

840,000

710,000

623,000

8,448

17,380

内容及び支給単価

・自家用車等　距離に応じて2,000～
24,500円支給

支給職員１人当たり
平均支給年額

　通勤距離が１ｋｍ以上でバス・自動
車等を利用する職員に支給

・バス利用者　運賃額55,000円まで
は実費支給

給 料 月 額 等

千円

605

　部長等8/100　課長等6/100

通勤手当 異

借家（限度額）27,000円

　その他　１人につき6,500円

　配偶者がいない場合１人目11,000
円、16～22歳の子１人につき5,000円
加算

持家（取得から5年間）2,500円
同

議 員

3.2

市 長

635,000

395,000

給

料
副 市 長

市 長

収 入 役

442,000報

酬

議 長

371,000

607,500

611,200

3.3

通勤距離２ｋｍ以上
が支給対象

（１９年度決算）

支給実績

（１９年度決算）

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

円

円

円

265,278

280,009

55,801

千円

千円

千円

142,189

65,242

45,534

5,000千円

（参考）類似団体における最高／最低額

677,600

402,082

円

円
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６　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

(2) 年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

　

主に事務の統廃合による減

＜参考＞

△ 18

＜参考＞

△ 2

（類似団体の人口1万人当たり職員数

（類似団体の人口1万人当たり職員数

51

23
～

31歳 39歳35歳

125

～ ～

24歳

930

27歳

38

人

100

△ 1

△ 42

人 人

23歳

職員数
3

　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

86.45

以上55歳

区　分

～

小 計

その他(国保等)

43歳

水 道 局

人

99 △ 495

合 計
[     0］

小 計

消 防 部 門

建 設 部

民 生 部

　　　　　　　　区　分

部　門

下 水 道 課

その他(税務等)

総 務 部

一
般
行
政
部
門

教 育 部 門

計

普
通
会
計
部
門

76.64

～

36歳

[1,097］

32歳

～

20歳 28歳

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

[1,097］

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

44歳20歳

13

47歳

人

113 80

51歳

191

人 人

未満

人人 人

541

128

219

130

△ 36

176

577

222

136

184

対前年
増減数

0

退職者不補充による減

＜参考＞

7499

60歳52歳

主に事務の統廃合による減

～
130

退職者不補充による減

1,008

4

△ 6

事務の統廃合による減

△ 3

△ 2

△ 8

46.40

主に退職者不補充による減

55.01

888

36

40歳

主に事務の統廃合による増

職 員 数

140

平成２０年

24

120

61

△ 38

54

116

1,0081,046

7

～

主に事務の統廃合による減

退職者不補充による減

158

平成１９年

56歳

～

主 な 増 減 理 由

76.16

～

計

48歳

人

59歳

人人

159

構　成　比

0.3
1.3

5.1

9.9

12.4
11.2

7.9

9.8

0.0

19.0

7.3

15.8

0
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4
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12

14

16

18

20
%

8



(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）うるま市における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

２２年

５年目４年目

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の

122116

6

583

職員数

職員数

　　　　　　　　区　分

部　門

平成26年4月1日

一般行政
職員数

平成17年4月1日

人

1,095

増　減

計 画 期 間

人

１７年

計画始期

平成17年4月1日

231

608

職員数

終 期始 期

△ 6

235

602

１年目

職員数

966

増　減

教　　育

職員数

等 会 計

公営企業

消　　防

計

増　減

職員数 130

2

122 124

　　　　累計を示す。                                              

△ 8

1,016

増　減

128130

1,095

増　減

1,053

△ 8

1,087

△ 34 △ 37

△ 200

△ 4

546

220

130

△ 19

△ 7

２１年

△ 37

２年目

人 ％

純 減 率

３年目

１９年

265人(24.2%)の削減

数 値 目 標

２０年

平成22年4月1日

１８年

△ 4

純 減 数

△ 11.78△ 129

224 216

△ 19

―

△115( 78.9％)

―

977

△ 118

数値目標

（参考）

122

△ 8

109

△ 13

530

△ 78

18年～20年

計

―

△62( 79.5％)

△79( 66.9％)

△2( 25.0％)

―

0(  0.0％)

―
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７　公営企業職員（水道事業）の状況

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15%

・管理職加算　支給なし

6,874

（参考）

千円

80,380

Ａ

職 員 数

千円

める職員給与費比率

千円 ％

千円千円

職員手当 期末・勤勉手当 Ｂ/Ａ

千円千円 千円

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

一人当たり給与費給 与 費

　　計　Ｂ給　 料

5,860

Ａ

基 本 給

千円

58,602 222,694

6.1

19年度 人

3,655,908

総 費 用

平 均 月 収 額

374,552

311,356

職員給与費比率

7.2

団体平均

１人当たり平均支給額（１９年度）

1.35

うるま市

う る ま 市

－

1,7921,542

総費用に占める

区 分
職員給与費

純 損 益 又 は
実 質 収 支

１８年度の総費用に占

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

団 体 平 均

１人当たり平均支給額（１９年度）

19年度 ％

　　　　　　Ｂ／Ａ

42.5

3.00

45.5

区 分

平 均 年 齢

222,694

区 分

38 148,088 16,004

348,052

（注）１　職員手当には退職金を含まない。

571,242

      ２　職員数は、１９年４月１日現在の人数である。

Ｂ　

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

－
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イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　2～20％加算

勧奨時特別昇給：平成20年度より全廃

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

ウ　地域手当　　　　　支給なし

エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

24,882

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 93

76

2,416支給実績（１９年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１８年度決算） 3,819

月額2,000円

団体平均

現金取扱員手当 現金取扱業務

うるま市

30.55

水道技術管理者 水道技術管理 月額5,000円

３種類

時給1,000円

47.4職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

370

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

暴風雨時勤務手当 災害時配備職員

現金取扱員

手当の種類（手当数）

33.50 41.34

23.50

20,556

左記職員に対する支給単価

25,711

59.2859.28

47.50 59.28

水道技術管理者手当

主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給実績（１９年度決算）

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。
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カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）うるま市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

％

43 38 5 11.6

人 人 人

純減数 純減率

計 画 期 間
数 値 目 標

始 期 終 期

職員数 職員数

平成17年4月1日 平成22年4月1日

内 容 及 び 支 給 単 価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職の制度と
異なる内容

支給実績
支給職員１人当たり
平均支給年額

（１９年度決算） （１９年度決算）

平成17年4月1日 平成26年4月1日 4人(7.0%)の削減

手 当 名

円

　配偶者　13,000円

同
　その他　１人につき6,500円

　配偶者がいない場合１人目11,000
円、16～22歳の子１人につき5,000円
加算

5,821 千円扶養手当 264,614

円住居手当
借家（限度額）27,000円

同
持家（取得から5年間）2,500円

4,104 千円 241,394

円通勤手当

　通勤距離が１ｋｍ以上でバス・自動
車等を利用する職員に支給

同
・バス利用者　運賃額55,000円まで
は実費支給

・自家用車等　距離に応じて2,000～
24,500円支給

1,296 千円 34,108

円管理職手当 　部長等8/100　課長等6/100 同 1,997 千円 332,844
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